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○

積立金
福祉施設整備基金寄付金積立
金・利子 1,021

合計（Ａ） 3,153 合計（Ｂ） 2,611

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) -542

主な
理由

福祉事務所長連絡会議に係る経費の減

令
和
４
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

金額

160

需用費
図書、事務用品、福祉事務所長
連絡会議総会消耗品 355 需用費

図書、事務用品
210

令
和
５
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節）

負担金補助及
び交付金

兵庫県社会福祉研修所負担金
等 283

使用料及び賃
借料

コピー使用料等
111

積立金
福祉施設整備基金寄付金積立
金・利子 1,006

負担金補助及
び交付金

兵庫県社会福祉研修所負担金
等 283

その他
福祉事務所長連絡会議総会講
師謝礼及び会場使用料等 317

05当初予算 0 0

0.00

1.70

11,343

10,801

旅費
福祉事務所長連絡会議等旅費

160 旅費

1,021

内容

福祉事務所長連絡会議等旅費

9,780

内容 金額

報酬
社会福祉審議会委員報酬

1,032 報酬
社会福祉審議会委員報酬

826

区分（節）

事業のコスト
（単位：千円）

財源内訳

国・県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

0.80

0.00

03決算 0 0 1 11,826

04当初予算 0 0 1,346 9,997

令和４年度
人員配置（人）

正規

再任用

事
業
の
目
的
・
目
標

目的（誰を・何を、どういう状態にしたいのか）
高齢者や障害者をはじめ、すべての市民が健やかで安心して暮らせるよう福祉サービスの充実を図る。

事
業
内
容

①福祉事務所にかかる事務の庶務一般を行う。
②「明石の健康福祉」を作成し、市ホームページに掲載する。
③福祉に関する情報の発信、提供をホームページ等で行う。
④社会福祉審議会及び福祉職員研修に係る事務を行う。

成果指標
指標名 考え方・定義・式

1-7 社会保障制度の円滑な運営
実施方法

直営 補助・助成 その他

個別計画 委託 指定管理

関
連
予
算
科
目

会計 一般会計 事業所管課

款 民生費 連絡先

項 社会福祉費 自治/法定 自治事務 開始年度 昭和 年度

目 社会福祉総務費
根拠法令
・要綱等

社会福祉法、明石市補助金等交付規則事業 福祉事務所運営事務事業

施策分野
1 健康・福祉分野

事務事業名
福祉事務所運営事務事業

新規/継続 継続事業
事務事業の総点
検の整理番号 0142101000-001

予算所管課 福祉局福祉政策室福祉総務課
連絡先 (078)918-5025

令和５年度 予算事業説明シート

任期付

ｱﾙﾊﾞｲﾄ

その他

合計0.30

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

1,027

3,153

2,611

10,800

8,190

8,190

11,827 0.60

目標年次 単位 目標値

SDGs（１７の目標）　
① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧ ⑨

○

⑩ ⑪ ⑫ ⑬ ⑭ ⑮ ⑯ ⑰
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○

合計（Ａ） 420 合計（Ｂ） 422

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) 2

主な
理由

調査員報酬の単価改定に伴う増

調査説明会及び打ち合わせに
係る旅費 17

需用費
事務用品

117 需用費
事務用品

117

内容 金額

報酬
調査員報酬

286 報酬
調査員報酬

288令
和
４
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節） 内容 金額

令
和
５
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節）

旅費
調査説明会及び打ち合わせに
係る旅費 17 旅費

0 4,575 任期付 0.00 合計 0.8505当初予算 422 4,575 4,997 422 0

0 4,575 再任用 0.00 その他 0.0004当初予算 420 4,575 4,995 420 0

0 4,992 正規 0.50 ｱﾙﾊﾞｲﾄ 0.3503決算 123 5,265 5,388 396 0

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳 令和４年度
人員配置（人）国・県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

⑬ ⑭ ⑮ ⑯ ⑰

○

⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪ ⑫① ② ③ ④ ⑤ ⑥
SDGs（１７の目標）　

事
業
内
容

厚生労働省が実施する各種統計調査にかかる事務を行う。

　　　　　　　　　　　　 ＜事業実績額＞　　　　　＜調査件数＞
　
　　　令和２年度　　　 110,432円                   新型コロナウイルス感染症拡大のため中止

　　　令和３年度　　　 122,687円　　　             1単位区　25世帯

　　　令和４年度　　　 198,000円　　　　　　　　　3単位区　68世帯

　　　令和５年度　　　 422,000円（予算額）

事
業
の
目
的
・
目
標

目的（誰を・何を、どういう状態にしたいのか）
全国から抽出された市民（全国から無作為に抽出された5万世帯のうちの明石市民） に対し社会保障における公的・私的
サービスに関する意識調査を実施し、国民生活に反映する。

成果指標
指標名 考え方・定義・式 目標年次 単位 目標値

直営 補助・助成 その他

個別計画 委託 指定管理

目 社会福祉総務費
根拠法令
・要綱等

統計法施行令事業 社会福祉統計事務事業

施策分野
1 健康・福祉分野

1-7 社会保障制度の円滑な運営
実施方法

関
連
予
算
科
目

会計 一般会計 事業所管課

款 民生費 連絡先

項 社会福祉費 自治/法定 法定受託事務 開始年度 昭和 年度

令和５年度 予算事業説明シート

事務事業名
社会福祉統計事務事業

新規/継続 継続事業
事務事業の総点
検の整理番号 0142101000-002

予算所管課 福祉局福祉政策室福祉総務課
連絡先 (078)918-5025
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○

合計（Ａ） 900 合計（Ｂ） 500

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) -400

主な
理由

発生件数の減少に伴う減

内容 金額

扶助費
災害見舞金及び弔慰金

900 扶助費
災害見舞金及び弔慰金

500令
和
４
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節） 内容 金額

令
和
５
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節）

0 2,120 任期付 0.00 合計 0.2005当初予算 500 1,620 2,120 0 0

0 2,520 再任用 0.00 その他 0.0004当初予算 900 1,620 2,520 0 0

0 1,740 正規 0.20 ｱﾙﾊﾞｲﾄ 0.0003決算 120 1,620 1,740 0 0

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳 令和４年度
人員配置（人）国・県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

⑬ ⑭ ⑮ ⑯ ⑰

○

⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪ ⑫① ② ③ ④ ⑤ ⑥
SDGs（１７の目標）　

事
業
内
容

災害等により被災した市民に見舞金及び弔慰金を支給する。

　　　　　＜見舞金及び弔慰金 支給額＞　　　　　　　　　　　　　　　　　＜被災発生件数＞
　
　　　　　　令和元年度実績　　　　　　　  　200,000円　　　　　　　　　　　　７件
　　　　　　令和２年度実績 　　　　　　　  　430,000円　　　　　　　　　　　１４件（うち弔慰金１人）
　　　　　　令和３年度実績 　　　　　　　 　 120,000円　　　　　　　　　　　　５件
　　　　　　令和４年度(１２月現在）  　　　   60,000円　　　　　　　　　　　　２件（全て弔慰金）

事
業
の
目
的
・
目
標

目的（誰を・何を、どういう状態にしたいのか）
災害により被災した市民が安心して暮らせるようにする。

成果指標
指標名 考え方・定義・式 目標年次 単位 目標値

直営 補助・助成 その他

個別計画 委託 指定管理

目 社会福祉総務費
根拠法令
・要綱等

災害弔慰金の支給等に関する法律、明石市災
害弔慰金の支給に関する条例、明石市災害見
舞金等支給規則

事業 災害見舞金等事業

施策分野
4 生活・環境分野

4-1 防災・生活安全対策の推進
実施方法

関
連
予
算
科
目

会計 一般会計 事業所管課

款 民生費 連絡先

項 社会福祉費 自治/法定 自治事務 開始年度 昭和 年度

令和５年度 予算事業説明シート

事務事業名
災害見舞金等事業

新規/継続 継続事業
事務事業の総点
検の整理番号 0142101000-003

予算所管課 福祉局福祉政策室福祉総務課
連絡先 (078)918-5025
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○

合計（Ａ） 107,700 合計（Ｂ） 107,008

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) -692

主な
理由

運営経費の精査・見直しに伴う減

内容 金額

負担金補助及
び交付金

運営補助金等
107,700

負担金補助及
び交付金

運営補助金等
107,008令

和
４
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節） 内容 金額

令
和
５
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節）

14,000 96,728 任期付 0.00 合計 0.5005当初予算 107,008 3,720 110,728 0 0

14,000 97,420 再任用 0.00 その他 0.0004当初予算 107,700 3,720 111,420 0 0

14,000 97,138 正規 0.45 ｱﾙﾊﾞｲﾄ 0.0503決算 107,088 4,050 111,138 0 0

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳 令和４年度
人員配置（人）国・県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

⑬ ⑭ ⑮ ⑯ ⑰

○

⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪ ⑫① ② ③ ④ ⑤ ⑥
SDGs（１７の目標）　

事
業
内
容

①福祉コミュニティー基金を活用し、ボランティアアドバイザーの育成及びボランティア活動の支援、サロンの運営、地区社会福祉協議会
　 の活動支援などに関する補助を行う。
②市社会福祉協議会職員人件費等運営に係る補助を行う。
③市社会福祉協議会が策定した地域福祉活動計画の推進のため、連携を図りながら必要な支援を行う。

事
業
の
目
的
・
目
標

目的（誰を・何を、どういう状態にしたいのか）
高齢者や障害者をはじめ、すべての市民が健やかで安心して暮らせるようにするため、地域におけるボランティアなどの福
祉活動や高齢者等の保健福祉サービスを推進する。

成果指標
指標名 考え方・定義・式 目標年次 単位 目標値

直営 補助・助成 その他

個別計画 地域福祉計画 委託 指定管理

目 社会福祉総務費
根拠法令
・要綱等

社会福祉法、明石市補助金等交付規則事業 社会福祉協議会運営補助事業

施策分野
1 健康・福祉分野

1-1 地域福祉の推進
実施方法

関
連
予
算
科
目

会計 一般会計 事業所管課

款 民生費 連絡先

項 社会福祉費 自治/法定 自治事務 開始年度 昭和 年度

令和５年度 予算事業説明シート

事務事業名
社会福祉協議会運営補助事業

新規/継続 継続事業
事務事業の総点
検の整理番号 0142101000-004

予算所管課 福祉局福祉政策室福祉総務課
連絡先 (078)918-5025
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○

合計（Ａ） 4,860 合計（Ｂ） 3,340

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) -1,520

主な
理由

計画作成見込数の見直し等に伴う減

福祉避難所備蓄物資、封筒
820

役務費
避難行動要支援者名簿等案内
書類郵送料 240 役務費

避難行動要支援者名簿等案内
書類郵送料 100

内容 金額

報償費
個別支援計画作成報酬等

2,600 報償費
個別避難計画作成報酬等

2,000令
和
４
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節） 内容 金額

令
和
５
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節）

需用費
福祉避難所備蓄物資、福祉避難
所指定施設標識、封筒等 1,720 需用費

委託料
システム改修委託

300 委託料
システム改修委託等

420

525 11,320 任期付 0.00 合計 1.0505当初予算 3,340 8,505 11,845 0 0

1,700 11,665 再任用 0.00 その他 0.0004当初予算 4,860 8,505 13,365 0 0

11 8,320 正規 1.05 ｱﾙﾊﾞｲﾄ 0.0003決算 1,231 8,100 9,331 1,000 0

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳 令和４年度
人員配置（人）国・県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

○

⑬ ⑭ ⑮ ⑯ ⑰

○

⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪ ⑫① ② ③ ④ ⑤ ⑥
SDGs（１７の目標）　

事
業
内
容

・避難行動要支援者名簿の提供拡大
・個別避難計画の作成促進
・福祉避難所の充実　等

○個別支援計画作成件数 （各年度末 累計件数）
　　令和元年度実績　　７件（１校区 １自治会）
　　令和２年度実績   １２件（２校区 ２自治会）
　　令和３年度  　　　 ６５件（６校区 １２自治会）
　　令和４年度　　　 １５０件 【見込】
　　令和５年度　　　 ３００件 【見込】
　　※令和元年度～令和２年度はモデル事業としての実施

○福祉避難所施設数 （各年度末 累計施設数）
　　令和２年度　　　 １０施設
　　令和３年度　　   ２２施設
　　　※内、２１施設を指定避難所に指定（想定収容人数  551人）
　　　※令和３年度の新規締結施設には「妊産婦・乳幼児」の受入施設を含む。
　　令和４年度　　　 ２５施設 【見込】
　　令和５年度　　　 ３０施設 【見込】

避難行動要支援者名簿掲載者のうち、福祉専門職がついている方等
を対象に、個別避難計画を作成。

令和5年度 件 150

事
業
の
目
的
・
目
標

目的（誰を・何を、どういう状態にしたいのか）
自治会・町内会等への避難行動要支援者名簿の提供及び活用の拡大を図るとともに、要配慮者ひとり一人に応じた個別避
難計画の作成促進、福祉避難所の充実を図り、災害時においても要配慮者の安全を確保できる体制をつくる。

成果指標
指標名 考え方・定義・式 目標年次 単位 目標値

個別避難計画の作成
件数

直営 補助・助成 その他

個別計画 地域防災計画 委託 指定管理

目 社会福祉総務費
根拠法令
・要綱等

災害対策基本法、地域防災計画、明石市避難行動要
支援者名簿情報の提供に関する条例、明石市避難行
動要支援者名簿情報の提供に関する条例施行規則

事業 要配慮者支援事業

施策分野
1 健康・福祉分野

1-1 地域福祉の推進
実施方法

関
連
予
算
科
目

会計 一般会計 事業所管課

款 民生費 連絡先

項 社会福祉費 自治/法定 自治事務 開始年度 平成 年度

令和５年度 予算事業説明シート

事務事業名
要配慮者支援事業

新規/継続 継続事業
事務事業の総点
検の整理番号 0142101000-005

予算所管課 福祉局福祉政策室福祉総務課
連絡先 (078)918-5025
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○

○

合計（Ａ） 59,539 合計（Ｂ） 58,989

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) -550

主な
理由

施設修繕の見直しによる減

総合福祉センター新館運営業務
委託 25,000

使用料及び賃
借料

総合福祉センター新館賃借料
33,589

使用料及び賃
借料

総合福祉センター新館賃借料
33,589

負担金補助及
び交付金

フリースペース運営事業補助金
250

内容 金額

需用費
障害者配慮・障害者スポーツ用
品、施設修繕 500 需用費

障害者配慮・障害者スポーツ用
品 200令

和
４
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節） 内容 金額

令
和
５
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節）

委託料
総合福祉センター新館運営業務
委託 25,000 委託料

備品購入費
施設備品

200 備品購入費
施設備品

200

0 62,229 任期付 0.00 合計 0.4005当初予算 58,989 3,240 62,229 0 0

0 62,779 再任用 0.00 その他 0.0004当初予算 59,539 3,240 62,779 0 0

0 63,335 正規 0.40 ｱﾙﾊﾞｲﾄ 0.0003決算 59,285 4,050 63,335 0 0

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳 令和４年度
人員配置（人）国・県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

○

⑬ ⑭ ⑮ ⑯ ⑰

○

⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪ ⑫① ② ③ ④ ⑤ ⑥
SDGs（１７の目標）　

事
業
内
容

①ユニバーサル卓球など各種障害者スポーツの体験イベント等の実施

②障害者を雇用し、交流スペースにおいて喫茶軽食類を提供

③「食」を通して気づきと支え合いを育む『みんな食堂』の開催

④地域福祉の担い手となるボランティアへの活動支援の実施

⑤センター利用者に対する啓発展示、障害者等の作品展示等の実施

⑥様々な福祉的課題に対する講演や研修会等の実施

【総合福祉センター新館　利用状況】
　令和３年度実績　　　　　　　　　　   　障害者スポーツ体験参加者：延べ 4,509人　　　　　　　みんな食堂の開催：10回
　令和４年度実績（１２月現在）　　　 　障害者スポーツ体験参加者：延べ 5,295人　　　　　　　みんな食堂の開催：17回
　令和５年見込み　　　　　　　　　　　　 障害者スポーツ体験参加者：延べ 5,300人　　　　　　　みんな食堂の開催：18回

誰もが気軽に交流できる障害者スポーツ体験等を実施する 令和5年度 人 5,300

みんな食堂の開催 地域の支え合いや居場所づくりの場を提供する 令和5年度 回 18

事
業
の
目
的
・
目
標

目的（誰を・何を、どういう状態にしたいのか）
本市が掲げる「やさしいまちづくり」や「共生社会ホストタウン」の発信拠点として明石市立総合福祉センター新館を運営し、誰
もが互いに支え合うことのできる共生社会づくりの推進に寄与する。

成果指標
指標名 考え方・定義・式 目標年次 単位 目標値

障害者スポーツ等啓
発・体験イベントの実施

直営 補助・助成 その他

個別計画 委託 指定管理

目 社会福祉総務費
根拠法令
・要綱等

明石市立総合福祉センター条例、明石市立総合
福祉センター条例施行規則

事業 共生社会推進拠点運営事業

施策分野
1 健康・福祉分野

1-1 地域福祉の推進
実施方法

関
連
予
算
科
目

会計 一般会計 事業所管課

款 民生費 連絡先

項 社会福祉費 自治/法定 自治事務 開始年度 平成 年度

令和５年度 予算事業説明シート

事務事業名
共生社会推進拠点運営事業

新規/継続 継続事業
事務事業の総点
検の整理番号 0142101000-006

予算所管課 福祉局福祉政策室福祉総務課
連絡先 (078)918-5025



40

○ ○

合計（Ａ） 804 合計（Ｂ） 804

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) 0

主な
理由

追悼式事務用品等
81

負担金補助及
び交付金

兵庫県遺族会明石支部運営事
業補助金等 717

負担金補助及
び交付金

兵庫県遺族会明石支部運営事
業補助金等 717

内容 金額

旅費
行事参加近接地旅費

6 旅費
行事参加近接地旅費

6令
和
４
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節） 内容 金額

令
和
５
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節）

需用費
追悼式事務用品等

81 需用費

0 4,314 任期付 0.70 合計 0.9005当初予算 804 3,510 4,314 0 0

0 4,314 再任用 0.00 その他 0.0004当初予算 804 3,510 4,314 0 0

0 4,428 正規 0.20 ｱﾙﾊﾞｲﾄ 0.0003決算 783 3,645 4,428 0 0

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳 令和４年度
人員配置（人）国・県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

○

⑬ ⑭ ⑮ ⑯ ⑰

○

⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪ ⑫① ② ③ ④ ⑤ ⑥
SDGs（１７の目標）　

事
業
内
容

①戦没者遺族への特別弔慰金等の援護事務（県へ進達、国債の受け渡し）を行う。
②遺族会、原爆被害者の会等へ運営のための補助を行う。
　

＜事業実績＞
　① 県への進達件数
　　　令和３年度実績　   328 件　　 　　　 令和４年度実績　   78 件（１２月時点）　　※第11回特別弔慰金の請求期間 ：令和2年4月1日～令和5年3月31日
　
　②運営補助金額
      令和３年度実績　   520,000円　　　　令和４年度見込　　520,000円　　　　令和５年度見込　　520,000円

　

事
業
の
目
的
・
目
標

目的（誰を・何を、どういう状態にしたいのか）
戦没者遺族等の市民 過去の戦争で犠牲になられた方を追悼し平和を祈念するとともに、遺族の方等への援護事務を行う。

成果指標
指標名 考え方・定義・式 目標年次 単位 目標値

直営 補助・助成 その他

個別計画 委託 指定管理

目 遺家族等援護費
根拠法令
・要綱等

戦傷病者戦没者遺族等援護法、明石市補助金
等交付規則

事業 遺家族等援護事業

施策分野
1 健康・福祉分野

1-7 社会保障制度の円滑な運営
実施方法

関
連
予
算
科
目

会計 一般会計 事業所管課

款 民生費 連絡先

項 社会福祉費 自治/法定 自治事務 開始年度 昭和 年度

令和５年度 予算事業説明シート

事務事業名
遺家族等援護事業

新規/継続 継続事業
事務事業の総点
検の整理番号 0142101000-007

予算所管課 福祉局福祉政策室福祉総務課
連絡先 (078)918-5025



36

○

合計（Ａ） 10,555 合計（Ｂ） 9,912

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) -643

主な
理由

委託等の精査による減

国民年金パンフレット等消耗品
費 3,370

役務費
免除申請書等郵便料他

669 役務費
免除申請書等郵便料他

470

その他
全国都市国民年金協議会総会
参加者負担金等 60 その他

全国都市国民年金協議会総会
参加者負担金等 60

使用料及び賃
借料

コピー使用料
380

使用料及び賃
借料

コピー使用料
200

内容 金額

旅費
兵庫県都市国民年金協議会等
派遣旅費 80 旅費

兵庫県都市国民年金協議会等
派遣旅費 80令

和
４
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節） 内容 金額

令
和
５
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節）

需用費
国民年金パンフレット等消耗品
費 3,026 需用費

委託料
情報システム再構築・運用業務
委託料等 6,340 委託料

情報システム再構築・運用業務
委託料等 5,732

0 -5,678 任期付 4.00 合計 9.1005当初予算 9,912 39,510 49,422 55,100 0

0 -6,935 再任用 1.00 その他 1.0004当初予算 10,555 39,510 50,065 57,000 0

0 -25,108 正規 3.10 ｱﾙﾊﾞｲﾄ 0.0003決算 6,610 43,110 49,720 74,828 0

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳 令和４年度
人員配置（人）国・県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

⑬ ⑭ ⑮ ⑯ ⑰

○ ○

⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪ ⑫① ② ③ ④ ⑤ ⑥
SDGs（１７の目標）　

事
業
内
容

国民年金受給権確保のため、被保険者の資格異動や保険料免除を適切に処理する

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（①適用の受付等）　　　　　　　　　（②免除の受付等）　　　　　　　（①②のうち、総合窓口受付分）
・令和２年度　　　　　　　　　　　　　　　　６，５５８件　　　　　　　　　　　　　５，９２２件　　　　　　　　　　　　　　　　２，４８７件
・令和３年度　　　　　　　　　　　　　　　　６，２６９件　　　　　　　　　　　　　５，０１２件　　　　　　　　　　　　　　　　２，２９２件
・令和４年度（見込み）   　　　　 　　　　６，４１７件　　　　　　　　　　　　　４，７０４件　　　　　　　　　　　　　　　　２，３００件
・令和５年度（見込み）　 　　　　　　　　 ６，５００件　　　　　　　　　　　　　５，０００件　　　　　　　　　　　　　　　　２，３５０件

国民年金裁定請求を受付
・令和２年度件　　　　　　　　　　　　　　　　 １２１件
・令和３年度　　　　　　　　　　　　　　　　　　１２７件
・令和４年度（見込み）　　　　　　　　　　　　１１９件
・令和５年度（見込み）件　　　　　　　　 　　１２０件

その他、年金相談のみ（本庁分）
・令和３年度　　　　　　　　　　　　　　　　１，１０５件
・令和４年度（見込み）　　　　　　　　　　１，２６７件
・令和５年度（見込み）　　　　　　　　 　 １，３００件

事務は効率的に行われているか。 令和5年度
件数/職員

（一人当たり） 713

免除の受付等 事務は効率的に行われているか。 令和5年度
件数/職員

（一人当たり） 522

事
業
の
目
的
・
目
標

目的（誰を・何を、どういう状態にしたいのか）
健全な国民生活の維持及び向上を図るため、法定受託に基づいて、拠出制国民年金及び福祉年金の事務を行う。 すべて
の市民が年金を受給できるようにする。

成果指標
指標名 考え方・定義・式 目標年次 単位 目標値

適用の受付等

直営 補助・助成 その他

個別計画 委託 指定管理

目 国民年金事務費
根拠法令
・要綱等

国民年金法事業 国民年金事業

施策分野
1 健康・福祉分野

1-7 社会保障制度の円滑な運営
実施方法

関
連
予
算
科
目

会計 一般会計 事業所管課

款 民生費 連絡先

項 社会福祉費 自治/法定 法定受託事務 開始年度 昭和 年度

令和５年度 予算事業説明シート

事務事業名
国民年金事業

新規/継続 継続事業
事務事業の総点
検の整理番号 0142101000-008

予算所管課 福祉局福祉政策室福祉総務課
連絡先 (078)918-5070



20

○

合計（Ａ） 119,801 合計（Ｂ） 93,416

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) -26,385

主な
理由

指定管理者選定経費及び空気調和機整備工事費の減

需用費
指定管理者候補者選定委員会
お茶代 5

工事請負費
空気調和機整備工事

35,000

内容 金額

報償費
指定管理者候補者選定委員会
委員報酬 280 委託料

指定管理料・精算経費
93,416令

和
４
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節） 内容 金額

令
和
５
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節）

旅費
指定管理者候補者選定委員会
旅費 10

委託料
指定管理料・精算経費

84,506

341 97,125 任期付 0.00 合計 0.5005当初予算 93,416 4,050 97,466 0 0

341 88,510 再任用 0.00 その他 0.0004当初予算 119,801 4,050 123,851 0 35,000

303 82,759 正規 0.50 ｱﾙﾊﾞｲﾄ 0.0003決算 106,202 4,860 111,062 0 28,000

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳 令和４年度
人員配置（人）国・県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

⑬ ⑭ ⑮ ⑯ ⑰

○

⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪ ⑫① ② ③ ④ ⑤ ⑥
SDGs（１７の目標）　

事
業
内
容

①貸館業務
　　貸館申込受付、利用料徴収等の実施。
　　（参考）
　令和３年度　実績　　　　　　　　　　　　　　　　　令和４年度実績（１２月現在）　　　　　　　　　　　令和５年度見込
　 ・利用回数　　４，７９１回  稼働率１７．５％　　・利用回数　　３，９５８回　稼働率２０．９％　　　・利用回数　　５，３００回　稼働率２１％
　 ・利用人数  ４５，９８６人  利用率５１．２％　　・利用人数　３６，０２７人　利用率５８．６％　　　・利用人数　４８，０００人　利用率５９％
②施設維持管理業務
　　施設の適切な維持管理を実施。
　　　・専門業者へ委託の主な業務
　　　　　電気設備等建築物保守業務、警備業務ほか２０業務
  　施設の劣化部補修の小修繕を行い、利用者の安全に配慮した施設環境の整備を行う。
③実施運営業務
　　総合福祉センターフェスタ開催事業
　　　 総合福祉センター活動についての啓発や紹介を行うため、総合福祉センターを利用したイベント事業を行う。
　　障害者団体活動広報支援事業
　　　 NPO法人明石１３５Eネットと協働して、参加団体などの活動を広く市民に対して紹介する取り組みを行う。
　　障害者事業所支援事業
　　　１階ロビーで障害者団体等による物販などを行うことにより、障害者の自立に向けた取り組みを行う。
　　交流事業
　　　様々な人たちとの交流を深めるため、障害者と家族やボランティア、高齢者や子ども等が参加できる事業を開催する。

施設として有効に活用されているかを測る指標として設定する。 令和5年度 ％ 21

総合福祉センター利用
人数

市民の福祉の向上と地域福祉活動の増進に寄与する施設として、利
用した人数を福祉サービスの成果指標とする。

令和5年度 人 48,000

事
業
の
目
的
・
目
標

目的（誰を・何を、どういう状態にしたいのか）
障害者(児）、高齢者、母子・父子家庭及び寡婦等福祉関係者並びに市民の福祉の向上と地域福祉活動の増進に寄与する
ための施設であるとともに、各種の福祉サービスの拠点とする。

成果指標
指標名 考え方・定義・式 目標年次 単位 目標値

貸室等の平均稼働率

直営 補助・助成 その他

個別計画 障害者計画 委託 指定管理

目 総合福祉センター費
根拠法令
・要綱等

明石市立総合福祉センター条例、明石市立総合
福祉センター条例施行規則

事業 総合福祉センター管理運営事業

施策分野
1 健康・福祉分野

1-1 地域福祉の推進
実施方法

関
連
予
算
科
目

会計 一般会計 事業所管課

款 民生費 連絡先

項 社会福祉費 自治/法定 自治事務 開始年度 平成 年度

令和５年度 予算事業説明シート

事務事業名
総合福祉センター管理運営事業

新規/継続 継続事業
事務事業の総点
検の整理番号 0142101000-009

予算所管課 福祉局福祉政策室福祉総務課
連絡先 (078)918-5025



20

○

合計（Ａ） 23,296 合計（Ｂ） 23,296

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) 0

主な
理由

内容 金額

委託料
指定管理料

23,296 委託料
指定管理料

23,296令
和
４
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節） 内容 金額

令
和
５
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節）

406 12,311 任期付 0.00 合計 0.2005当初予算 23,296 1,620 24,916 12,199 0

406 12,489 再任用 0.00 その他 0.0004当初予算 23,296 1,620 24,916 12,021 0

26 18,095 正規 0.20 ｱﾙﾊﾞｲﾄ 0.0003決算 23,296 2,025 25,321 7,200 0

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳 令和４年度
人員配置（人）国・県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

⑬ ⑭ ⑮ ⑯ ⑰

○

⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪ ⑫① ② ③ ④ ⑤ ⑥
SDGs（１７の目標）　

事
業
内
容

①地域活動支援センター事業
　　在宅障害者に対し、自立した日常生活や社会生活を営むことができるよう各種メニューを用意し実施。
　　具体的には、各種創作的活動や社会適応訓練、温水プールを利用したプールでのスポーツ事業などを行う。
　　(参考）
　令和３年度実績　　　　　　　　　　　 　令和４年度実績（１２月現在）　　　　　 　　　　令和５年度見込
　・２７０回　２，３６１人　　　　　　  　　　・２５１回　２，２３８人　　　　　　　 　 　　　　　　・３３０回　３，０００人

②レクリエーション活動支援事業
　　市内在住の障害者を対象とし、障害者団体及び各種ボランティア団体と協働してレクリエーション活動支援事業を実施。
　　※令和２年度より新型コロナウイルス感染症拡大防止対策のため、運動会形式から事業所ごとの対抗戦形式に切り替えて実施
　　(参考）
　令和３年度実績　　　　　　　　　　　 　令和４年度実績（１２月現在）　　　　　 　　　　令和５年度見込
　・１５団体(１２０人)　　　　　　　　　　　 ・１６団体（４１８人）　　　　　　         　　　　　 ・１６団体(４５０人)

当該事業は障害者総合支援法による地域活動支援センター事業への
参加者数を成果指標とする。

令和5年度 人 3,000

レクリエーション活動等
支援事業への参加者

当該事業は障害者総合支援法による地域生活支援事業(レクリエー
ション活動等支援事業等)への参加者数を成果指標とする。

令和5年度 人 450

事
業
の
目
的
・
目
標

目的（誰を・何を、どういう状態にしたいのか）
障害者等を対象に、通所により創作的活動、機能訓練等の各種サービスを提供することにより、その自立と社会参加を促進
し、もって障害者の福祉の増進に寄与する。

成果指標
指標名 考え方・定義・式 目標年次 単位 目標値

地域活動支援センター
事業への参加者数

直営 補助・助成 その他

個別計画 障害者計画 委託 指定管理

目 総合福祉センター費
根拠法令
・要綱等

明石市立総合福祉センター条例、明石市立総合
福祉センター条例施行規則

事業 地域生活支援（総合福祉センター）事業

施策分野
1 健康・福祉分野

1-1 地域福祉の推進
実施方法

関
連
予
算
科
目

会計 一般会計 事業所管課

款 民生費 連絡先

項 社会福祉費 自治/法定 自治事務 開始年度 平成 年度

令和５年度 予算事業説明シート

事務事業名
地域生活支援（総合福祉センター）事業

新規/継続 継続事業
事務事業の総点
検の整理番号 0142101000-010

予算所管課 福祉局福祉政策室福祉総務課
連絡先 (078)918-5025



21

○

合計（Ａ） 197,806 合計（Ｂ） 132,791

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) -65,015

主な
理由

指定管理者選定経費及び外壁改修工事費の減

需用費
指定管理者候補者選定委員会
お茶代 5

工事請負費
外壁改修工事

70,000

内容 金額

報償費
指定管理者候補者選定委員会
委員報酬 280 委託料

指定管理料・精算経費
132,791令

和
４
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節） 内容 金額

令
和
５
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節）

旅費
指定管理者候補者選定委員会
旅費 10

委託料
指定管理料・精算経費

127,511

500 129,347 任期付 0.00 合計 0.5005当初予算 132,791 4,050 136,841 6,994 0

500 124,362 再任用 0.00 その他 0.0004当初予算 197,806 4,050 201,856 6,994 70,000

400 123,235 正規 0.50 ｱﾙﾊﾞｲﾄ 0.0003決算 126,572 4,455 131,027 6,992 400

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳 令和４年度
人員配置（人）国・県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

⑬ ⑭ ⑮ ⑯ ⑰

○

⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪ ⑫① ② ③ ④ ⑤ ⑥
SDGs（１７の目標）　

事
業
内
容

①実施事業(指定)
　 (わくわくフェスタ）
　　障害者等や施設利用者、地域住民等、さまざまな人が集まり、ふれあえる参加型イベントとして実施。（１回／年）
　 （さざなみコンサート）
　　施設を利用する全ての人々が、同じ空間で音楽等を楽しみ、こころのリフレッシュと身体機能の維持向上等を目指す。（１回／月）
②障害者及び高齢者等の福祉の増進事業(指定)
　　生きがいづくり、健康づくり、友達づくりの場の提供として実施。
③地域福祉活動推進事業(指定)
　　福祉への理解とボランティア活動参加へのきっかけづくりの場として実施。
④健康づくり事業(指定)
　　市民自らが健康づくりに取り組める場の提供として実施。
⑤子育て支援事業(指定)
　　親子が気軽に集い、交流し、情報交換ができる場として実施。
　　プレイルームの運営。子ども図書コーナーの運営。
⑥貸館業務
　　貸館申込受付、利用料徴収等の実施。
    令和３年度実績　　　　　　　　　　　　令和４年度実績（１２月現在）　　　　 　 令和５年度見込
  　・稼働率　５６．０％　　　　　　　　　　　・稼働率　６３．０％　　　　　　　　　　　　・稼働率　　６４％
    ・利用率　８１．７％　　　　　　　　　　　・利用率　９０．７％　　　　　　　　　　　　・利用率　　９０％
    ・利用人数　３１，２２５人　　　　　　　 ・利用人数　５６，０１９人　　　　　　 　　・利用人数　７４，０００人
⑦施設維持管理業務：　施設の適切な維持管理を実施。

施設として、有効に活用されているかを測る指標として設定する。 令和5年度 ％ 64

ふれあいプラザあかし
西利用人数

福祉コミュニティーづくりの推進と健康及び福祉の増進に寄与する施
設として、利用人数をサービスの成果指標とする。

令和5年度 人 74,000

事
業
の
目
的
・
目
標

目的（誰を・何を、どういう状態にしたいのか）
障害者（児）、高齢者及び子育て中の市民等 に対して適切なサービスを提供し、あわせて福祉コミュニティーづくりの推進と
市民の健康及び福祉の増進に寄与する。

成果指標
指標名 考え方・定義・式 目標年次 単位 目標値

貸室等の平均稼働率

直営 補助・助成 その他

個別計画 委託 指定管理

目 ふれあいプラザ費
根拠法令
・要綱等

ふれあいプラザあかし西条例・ふれあいプラザ
あかし西条例施行規則

事業 ふれあいプラザあかし西管理運営事業

施策分野
1 健康・福祉分野

1-1 地域福祉の推進
実施方法

関
連
予
算
科
目

会計 一般会計 事業所管課

款 民生費 連絡先

項 社会福祉費 自治/法定 自治事務 開始年度 平成 年度

令和５年度 予算事業説明シート

事務事業名
ふれあいプラザあかし西管理運営事業

新規/継続 継続事業
事務事業の総点
検の整理番号 0142101000-011

予算所管課 福祉局福祉政策室福祉総務課
連絡先 (078)918-5025



12

○

合計（Ａ） 733 合計（Ｂ） 684

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) -49

主な
理由

貸付残額のある者の減少に伴う事務費の減

事務用品、納付書、返信用封筒
等 70

役務費
郵送料及び法的措置手数料等

583 役務費
郵送料及び法的措置手数料等

564

内容 金額

旅費
近接地旅費等

70 旅費
近接地旅費等

50令
和
４
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節） 内容 金額

令
和
５
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節）

需用費
事務用品、納付書、返信用封筒
等 80 需用費

684 4,455 任期付 0.00 合計 0.5505当初予算 684 4,455 5,139 0 0

243 4,455 再任用 0.00 その他 0.0004当初予算 733 4,455 5,188 490 0

153 1,415 正規 0.55 ｱﾙﾊﾞｲﾄ 0.0003決算 117 1,560 1,677 109 0

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳 令和４年度
人員配置（人）国・県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

○

⑬ ⑭ ⑮ ⑯ ⑰

○ ○

⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪ ⑫① ② ③ ④ ⑤ ⑥
SDGs（１７の目標）　

事
業
内
容

兵庫県南部地震の被災者で「災害援護資金」を貸付し、残額のある者に対し償還指導を行う。
※当初貸付件数　1,524件

　
                   　　　　     　　　 ＜県への償還額＞　  　　 ＜償還指導件数＞
　
　　　令和２年度実績　　　　　　 　　  　2,922,428円　　　　　　　　　　　48件
　　　令和３年度実績　　　　　　 　　  　4,091,255円　　　　　　　　　　　40件
　　　令和４年度見込　　　年度末に全額償還予定　　　　　　　　　　　23件
　

事
業
の
目
的
・
目
標

目的（誰を・何を、どういう状態にしたいのか）
兵庫県南部地震の被災者で「災害援護資金」の貸付を行った市民のうち貸付残額のある者 貸付金の全額償還

成果指標
指標名 考え方・定義・式 目標年次 単位 目標値

直営 補助・助成 その他

個別計画 委託 指定管理

目 災害救助費
根拠法令
・要綱等

災害弔慰金の支給等に関する法律、明石市災
害弔慰金の支給に関する条例

事業 災害援護資金償還事務事業

施策分野
4 生活・環境分野

4-1 防災・生活安全対策の推進
実施方法

関
連
予
算
科
目

会計 一般会計 事業所管課

款 民生費 連絡先

項 災害救助費 自治/法定 自治事務 開始年度 平成 年度

令和５年度 予算事業説明シート

事務事業名
災害援護資金償還事務事業

新規/継続 継続事業
事務事業の総点
検の整理番号 0142101000-012

予算所管課 福祉局福祉政策室福祉総務課
連絡先 (078)918-5025



25

○

⑩ ⑪ ⑫ ⑬ ⑭ ⑮ ⑯ ⑰

○

0.00

目標年次 単位 目標値

指摘事項の改善率
実地指導監査において指摘を行った事項について改善された割合
（改善が確認出来た事項÷文書指摘事項）

令和5年度 ％ 100

SDGs（１７の目標）　
① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧ ⑨

任期付

ｱﾙﾊﾞｲﾄ

その他

合計0.00

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

952

1,348

1,248

64,800

64,800

64,800

65,752

令和５年度 予算事業説明シート

事務事業名
社会福祉法人等指導監督事業

新規/継続 継続事業
事務事業の総点
検の整理番号 0142102000-001

予算所管課 福祉局福祉政策室福祉施設安全課
連絡先 (078)918-5279

関
連
予
算
科
目

会計 一般会計 事業所管課

款 民生費 連絡先

項 社会福祉費 自治/法定 自治＋法定 開始年度 平成 年度

目 社会福祉総務費
根拠法令
・要綱等

社会福祉法、介護保険法、老人福祉法、障害者
総合支援法、児童福祉法、認定こども園法、子
ども・子育て支援法ほか

事業 社会福祉法人等指導監督事業

施策分野
1 健康・福祉分野

1-7 社会保障制度の円滑な運営
実施方法

直営 補助・助成 その他

個別計画 委託 指定管理

事
業
の
目
的
・
目
標

目的（誰を・何を、どういう状態にしたいのか）
市が所管する社会福祉法人と、市内の社会福祉施設及び事業所等の運営状況を調査し、市民が受ける社会福祉サービス
の質を確保し、その向上を図る。

事
業
内
容

１　社会福祉法人に対する指導監督
　①社会福祉法人の設立の認可　  【R3】0件　【R4】0件　【R5】0件（見込）
　②社会福祉法人の定款変更の認可又は届出の受理　 【R3】15件　【R4】15件（見込）　【R5】10件（見込）
　③社会福祉法人の現況報告書の受理　　【R3】39法人　【R4】37法人　【R5】37法人（見込）
　④社会福祉法人への指導監査　 【R3】実地監査21法人　【R4】実地監査12法人　【R5】実地監査11法人（予定）
　⑤社会福祉法人への改善命令等の行政処分　【R3】0件　【R4】0件（見込）

※市が所管する社会福祉法人　37法人（令和5年1月現在）

２　社会福祉施設及び事業所に対する指導監督
　①社会福祉施設及び事業所の指導監査　【R3】集団指導1回（介護保険1回）、実地指導監査 204件、書面検査 17件
                                                       　　 【R4】集団指導2回（介護保険1回、障害福祉1回）、実地指導監査 233件（見込）、
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　書面検査11件（見込）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 【R5】集団指導2回（介護保険1回、障害福祉1回）、実地指導監査 250件（予定）
　②社会福祉施設及び事業所への改善命令等の行政処分  【R3】2件　【R4】1件（見込）

※市が所管する社会福祉施設及び事業所の件数　約950件（令和5年1月現在）

成果指標
指標名 考え方・定義・式

県庁等出張旅費
中核市職員指導監督研修旅費 150

区分（節）

事業のコスト
（単位：千円）

財源内訳

国・県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

8.00

0.00

03決算 0 0 0 65,752

04当初予算 0 0 0 66,148

令和４年度
人員配置（人）

正規

再任用

05当初予算 0 0

0.00

8.00

66,148

66,048

需用費
書籍、事務用品等

155 需用費

0

内容

書籍、事務用品等

66,048

内容 金額

旅費
県庁等出張旅費
中核市職員指導監督研修旅費 250 旅費

450
使用料及び賃
借料

コピー使用料等
指定機関管理システム使用料等 450

負担金補助及
び交付金

研修参加負担金
9

負担金補助及
び交付金

研修参加負担金
9

合計（Ａ） 1,348 合計（Ｂ） 1,248

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) -100

主な
理由

出張等旅費の削減

令
和
４
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

金額

155

委託料
業務顧問委託料

484 委託料
業務顧問委託料

484

令
和
５
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節）

使用料及び賃
借料

コピー使用料等
指定機関管理システム使用料等


